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１　募集の目的

第６期介護保険事業計画期間（平成２７年度～２９年度）において、介護保険制度を円滑に推進するため、日高中部広域連合が指定する地域密着型サービスの一つである小規模多機能型居宅介護について整備事業者を募集します。

２　整備年度

平成２７年度中に整備の完了をすること。

　　（整備の完了とは、建設工事の竣工及び検査済証の発行等が終了していることを指します。）

３　募集する地域密着型サービス事業の種類

　　①小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護　登録定員２９名
※（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所との併設も可能です。

４　整備区域
・　整備する区域は新ひだか町及び新冠町内とします。

５　応募要件

(1)応募法人

以下の要件をすべて満たす法人であること。（公募時点で法人格を有すること）
・ 介護保険法第78条の2第4項各号及び第115条の12第2項各号に該当しない法人で、公正な運営を図り、円滑に業務を実施できる法人であること。
・ 地方自治法施行令第167 条の４（昭和22年政令第16号）の規定に該当しない法人であること。
・ 応募締切日までに、国及び地方公共団体において、建設工事等入札の指名停止を受けていない法人であること。
・ 直近１年間に、国税・地方税が課税されている場合滞納がないこと。
・ 会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等による手続きをしている法人でないこと。

(2)整備予定地

・　整備予定地が特定されていること。

・　整備予定地について、所有権を有していることもしくは有する見込みであることまたは貸与もしくは使用許可を受けていることまたは受ける見込みであること。

６　応募の無効
応募した法人が次の事項のいずれかに該当した場合には，その応募を無効とし，選考の対象から除外するものとします。
(1)受付期間内に広域連合が定める提出書類の全てが揃わなかった場合
(2)提出書類に虚偽の内容が記載されている場合
(3)本要項に違反又は逸脱した場合

(4)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）または日高中部広域連合暴力団排除条例（平成24年条例第24号）に規定する暴力団、または暴力団員及び暴力団員と社会的に関係がある者である場合
７　提出書類

(1)法人の定款又は寄附行為

(2)法人登記簿謄本（応募申込日前、３ヶ月以内に発行されたもの）

(3)役員名簿及び役員の略歴書

(4)法人の事業概要（事業経歴及び事業所の所在地を明記すること。現在運営している施設又は事業のパンフレット等）

(5)決算書類

(6)介護保険法第78条の2第4項各号及び115条の12第2項各号に該当しない旨の誓約書
（事業運営に関するもの）

(1)事業運営理念及び運営方針
(2)事業計画書（開設前及び開設後の運営計画、職員配置、設備、職員研修計画等を記入）

(3)資金計画書（当該整備にかかるもの）

(4)収支計画書（１０年分）

(5)協力医療機関（協力歯科医療機関は努力義務）との契約（予定）内容

(6)設置場所の位置図（広域的な地図）

　（協力医療機関や最寄りの公共交通機関を位置図に示すこと）

(7)設置場所と周辺住宅地図

(8)土地登記事項証明書、建物登記事項証明書（借地、借家の場合を含む、今後建築する場合は不要）

(9)借地・借家の契約書の写し又は借地・借家に関する確約書等の写し（いずれも原本証明付き）

　 ※購入予定の場合も同様とする

(10)配置図（施設の配置、駐車場台数、進入路等を記入）

(11)建物の各階平面図

(12)建物の部屋別床面積表（内法）

８　募集期間

　　平成２７年９月１４日（月）～平成２７年１１月３０日（月）午後５時
９　提出方法　　

(1)提出場所は、日高中部広域連合とします。
(2)応募申込書類の提出時に個別に書類等のチェックを行いますので、事前に担当者に電話で予約をしてください。また提出前の事前相談に来られる場合も、同様とします。

　(3)提出又は事前相談の時間帯は、平日の午前９時～正午及び午後１時～午後５時の間とします。

(4)提出部数　正１部、コピー5部（提出書類は左綴じ、書類にインデックスで資料名を記入し貼ってください。）

　(5)提出は持参のみとします。郵送，時間外及び期間外の提出は受付しません。
１０　注意事項

(1)提出件数は、１法人１箇所とします。

(2)応募に関し必要な費用は、応募法人の負担とします。

(3)受付後、必要事項の未記入又は誤りなどがある場合は、日高中部広域連合は補正を命じるものとし、応募法人も補正に応じることとします。日高中部広域連合が指示した補正書類の提出は、募集期間内とし、期間終了後は受付しません。
(4)補正書類の提出については，受付印の押印された応募申込書の写しを持参した者のみ可とします。

(5)応募状況等の確認についての問い合わせには、応じません。
(6)応募を辞退する場合は，受付印の押された応募申込書の写しとともに、「応募辞退届」（任意様式）を日高中部広域連合に提出してください。
(7)受付後，提出書類は返却しません。
(8)応募辞退後は、いかなる理由があっても，募集期間内の再応募は認めません。
(9)提出書類について，日高中部広域連合情報公開条例の規定に基づき，その内容の全部若しくは一部を公開する場合があります。

(10)応募期間締め切り後、重要事項（運営法人、建設場所）の変更は認めません。

(11)応募にあたっては、関係法令や条例等を遵守してください。応募期間締め切り時において、下記の関係法令に違反する場合は無効とします。

· 関係法令及び条例等

老人福祉法（昭和38年法律第133号）、介護保険法（平成９年法律第１２３号）、建築基準法（昭和25年法律第201号）、都市計画法（昭和43年法律第100号）、消防法（昭和23年法律第186号）など。 
１１　選考後の取り消しについて
選考後において，応募内容と実際の内容に重大なかい離があると認められた場合又は事業継続を辞退された場合は,当該法人の選定を無効とし，補欠事業者を繰り上げます。又、選定された事業者が事業を進めるにあたり、事業者自身で地域との連携・協力体制が得られない場合も、同様とします。

１２　交付金等の活用について

　　　整備にあたっては、国の「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」及び「地域介護・福祉空間整備推進交付金」等を活用し、予算の範囲内で補助する予定です。従いまして、事業者の建物工事着手は、交付金等の内示があってからとなります。なお、交付金等が不採択となった場合は、補助がありません。

また、以下の事業内容については交付金対象事業でないことから、補助金の対象とはなりません。

1 建物を賃借して実施する事業

2 土地及び既存建物の買収又は整地等個人の資産を形成する事業

3 他の補助制度により、当該事業の一部又は全部が補助の対象となっている事業

4 職員の宿舎、車庫又は倉庫の建設にかかる事業

5 その他施設等整備に関する事業として適当と認められない事業

　　

１３　小規模多機能型居宅介護サービスの基準・報酬等について

　　・ 登録定員　　　　２９人以下

・ 利用定員　　　　通いサービス　：登録定員の２分の１から１５人(最大１８人)、

泊まりサービス：通いサービスの利用定員の３分の１から９人以下）

　　・ 人員配置　　　　管理者１人、介護・看護職［日中―通いの利用者３人に対して１人＋

　　　　　　　　　　　訪問介護対応１人／夜間―泊まりと夜間の訪問介護対応のため２人（１

人は宿直可）］、介護支援専門員１人　　

　　・ 設備基準　　　　居間、食堂、台所、宿泊室（原則個室）、浴室その他必要な設備・備品

　　　　　　　　　　　居間・食堂の面積は、機能を十分に発揮しうる適当な広さであること、宿泊室は７．４３㎡以上

１４　選考方法等　　

(1)選考方法

・ 日高中部広域連合が設置する選考委員会により事業者を選考します。

・ 選考にあたり、後日日高中部広域連合が指定する日時に面接及び書類審査により整備事業者の選考を行います。
・ 選考結果については地域密着型サービス運営委員会に報告後、すべての応募法人に文書で通知いたします。

(2)審査の視点

	審査の視点
	着眼点

	１．事業運営に関すること
	運営方針や理念、職員体制等の考え方について

	２．整備計画に関すること
	施設概要・設計や資金・収支計画等について

	３．運営法人に関すること
	事業実績や経営状況の健全性等について

	４．立地条件に関すること
	・事業予定地の選定理由及び施設建設に伴う近接住民の意向

・交通アクセスの利便性や周辺道路の安全性等について


１５　スケジュール

　
	応募書類受付開始 
	平成２７年　９月１４日（月） 

	応募の申込期限 
	平成２７年１１月３０日（月）午後５時 

	応募書類提出期限 
	平成２７年１１月３０日（月）午後５時 

	第１次審査（書類審査等） 
	平成２７年１２月下旬頃（予定） 

	第２次審査（書類及び面接審査） 
	平成２７年１２月下旬頃（予定） 

	審査結果通知 
	平成２８年　１月中旬頃（予定） 


※　スケジュールについてはあくまでも予定ですので、変更になる場合があります。

１６　問い合わせ先

日高中部広域連合　事務局
担当：堀江 

電 話 ０１４６－４２－５１０３（直通） 


